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生産性革命へ
ねらいねらい
我が国は人口減少時代を迎えているが、これまで成長を支えてきた労働者が減少しても、

トラックの積載率が４１％に低下する状況や道路移動時間の約４割が渋滞損失である状況の
改善など 労働者の減少を上回る生産性を向上させることで 経済成長の実現が可能

ねらいねらい

改善など、労働者の減少を上回る生産性を向上させることで、経済成長の実現が可能。
そのため、本年を「生産性革命元年」とし、省を挙げて生産性革命に取り組む。

労働者の減少を上回る生産性の上昇が必要

経済成長 ← 生産性 ＋ 労働者等
労働者 減少を 回 産性 昇 要

■「社会のベース」の生産性を高めるプロジェクト ■「産業別」の生産性を高めるプロジェクト

３つの切り口と生産性革命プロジェクト２０３つの切り口と生産性革命プロジェクト２０
国土交通省 生産性革命本部決定

■「社会のベ ス」の生産性を高めるプロジェクト
①ピンポイント渋滞対策
②新たな高速道路料金の導入
③クルーズ新時代の港湾

■「産業別」の生産性を高めるプロジェクト
⑨建設産業 i-Construction
⑩住生活産業
⑪造船業 i-Shipping③クル ズ新時代の港湾

④コンパクト・プラス・ネットワーク（密度の経済）
⑤土地・不動産の最適活用
⑥インフラメンテナンス革命

⑪造船業 i Shipping
⑫物流産業
⑬トラック輸送
⑭観光産業

⑦ダム再生
⑧航空インフラ革命

⑭観
⑮下水道イノベーション
⑯鉄道生産性革命

■「未来型」投資 新技術で生産性を高めるプロジェクト■「未来型」投資・新技術で生産性を高めるプロジェクト
⑰科学的な道路交通安全対策 ⑱成長循環型の「質の高いインフラ」海外展開
⑲クルマのＩＣＴ革命 ⑳気象ビジネス市場の創出 3



少子高齢化社会の到来

○ 少子高齢化が急速に進行している問題は、今後の労働者人口を左右する極め
て大きな制約要件として認識されている。そのなかでも、北海道は、全国を大きく
上回るペースで少子高齢化が進行している上回るペ スで少子高齢化が進行している。

年齢別人口（全国）および少子・高齢化率（全国・北海道）の推移
（万人） （％）
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4出典：「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）」
国立社会保障・人口問題研究所より北海道開発局作成
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労働力過剰時代から労働力不足時代への変化

技能労働者等 推移 建設業就業者の高齢化の進行

○建設業就業者： 685万人（H9）→ 498万人（H22）→ 500万人（H27）

技能労働者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

○【全 国】 全産業平均に比べ建設業就業者の年齢構成比
は高齢化が進んでいる

○技術者 ： 41万人（H9）→ 31万人（H22）→ 32万人（H27）

○技能労働者 ： 455万人（H9 → 331万人（H22）→  331万人（H27）

は高齢化が進んでいる。

○【北海道】 全国の建設業就業者数に比べ北海道は高齢化
が顕著である。
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出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。）
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出典 ： 総務省「労働力調査」をもとに北海道開発局で算出
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労働力過剰を背景とした生産性の低迷

○ バブル崩壊後の投資の減少局面では、建設投資が労働者の減少をさらに上回って、
ほぼ一貫して労働力過剰となり、省力化につながる建設現場の生産性向上が見送られ
てきたてきた。

建設投資額および建設業就業者の増減
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労働力過剰時代から労働力不足時代への変化

○ 技能労働者約340万人のうち、今後10年間で約110万人が高齢化等により離職の可
能性

○ 若年者の入職が少ない（29歳以下は全体の約1割）○ 若年者の入職が少ない（29歳以下は全体の約1割）

2014年度 就業者年齢構成

55～59
60歳以上 技能労働者

約１１０万人が

45～49
50～54
55 59 約１１０万人が

離職の可能性

30～34
35～39
40～44

20～24
25～29
30～34

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

15～19歳

出典：2015年（一社）日本建設業連合会「再生と進化に向けて」より作成
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安定的な経営環境

○我が国の今年度の建設投資額の見通しは、前年度と同程度の約48兆円。
○これは、ピークだった平成4年度の約84兆円の約6割の水準。

（兆円） 建設投資のピーク
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出典：2015年国土交通省建設投資見通し
注 投資額については平成24年度まで実績、25年度・26年度は見込み、27年度は見通し
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公共事業関係費の推移（政府全体）
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※本表は、予算ベースである。
※平成21年度は 平成20年度で特別会計に直入されていた 「地方道路整備臨時交付金」相当額（0 7兆円）が 般会計計上に切り替わ たため 見かけ上は前年度よりも増加（＋5 0％）※平成21年度は、平成20年度で特別会計に直入されていた 「地方道路整備臨時交付金」相当額（0.7兆円）が一般会計計上に切り替わったため、見かけ上は前年度よりも増加（＋5.0％）

しているが、この特殊要因を除けば6.4兆円（▲5.2％）である。
※平成23年度及び平成24年度については同年度に地域自主戦略交付金へ移行した額を含まない。
※平成25年度は東日本大震災復興特別会計繰入れ（356億円）及び国有林野特別会計の一般会計化に伴い計上されることとなった直轄事業負担金（29億円）を含む。また、これら及び地

域自主戦略交付金の廃止という特殊要因を考慮すれば、対前年度+182億円（+0.3％）である。
※平成23～28年度において、東日本大震災の被災地の復旧・復興や全国的な防災・減災等のための公共事業関係予算を計上しており、その額は以下の通りである。

H23 次補正 1 2兆円 H23三次補正 1 3兆円 H24当初 0 7兆円 H24 次補正 0 01兆円 H25当初 0 8兆円 H25 次補正 0 1兆円 H26当初 0 9兆円 H26補正 0 002兆円H23一次補正：1.2兆円、H23三次補正：1.3兆円、H24当初：0.7兆円、H24一次補正：0.01兆円、H25当初：0.8兆円、H25一次補正：0.1兆円、H26当初：0.9兆円、H26補正：0.002兆円、
H27当初：1.0兆円、H28当初：0.9兆円 （平成23年度3次補正までは一般会計ベース、平成24年度当初以降は東日本大震災復興特別会計ベース。また、このほか東日本大震災復興交
付金がある。）

※平成26年度については、社会資本整備事業特別会計の廃止に伴う経理上の変更分（これまで同特別会計に計上されていた地方公共団体の直轄事業負担金等を一般会計に計上）を除
いた額（5.4兆円）と、前年度（東日本大震災復興特別会計繰入れ（356億円）を除く。）を比較すると、前年度比+1,022億円（+1.9％）である。なお、消費税率引き上げの影響を除けば、ほ
ぼ横ばいの水準である。 9



建設業の利益率の推移
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建設業と製造業の年収額の推移（男性）

全産業製造業建設業 全産業
労働者

製造業
全労働者

建設業
全労働者

製造業
増加傾向にあるが生産労働者 建設業

生産労働者

増加傾向にあるが、
製造業に比べ建設
業はまだまた少ない
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２ 生産性革命に関する取組２．生産性革命に関する取組
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生産性向上の絶好のチャンス①

生産性向上が遅れている土工等の建設現場
建 業 割程度建設業は対米国比で、８割程度。
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○ トンネルなどは 約５０年間で生産性を最大１０倍に向上 方 土工やコンクリ ト工などは 改善

生産性向上の絶好のチャンス②

○ トンネルなどは、約５０年間で生産性を最大１０倍に向上。一方、土工やコンクリート工などは、改善
の余地が残っている。（土工とコンクリート工で直轄工事の全技能労働者の約４割が占める）
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今こそ生産性向上に取り組むチャンス

（１）労働力過剰を背景とした生産性の低迷
バブル経済崩壊後の投資の減少局⾯では、建設投資が建設労働者の
減少を上回り 労働⼒過剰 時代減少を上回り、労働⼒過剰の時代

（２）労働力過剰時代から労働力不足時代への変化
が技能労働者約340万⼈のうち、約110万⼈の⾼齢者が10年間で離職

の予想

（３）安全と成長を支える建設産業
激甚化する災害に対する防災・減災対策、⽼朽化するインフラの戦
略的な維持管理・更新 強い経済を実現するためのストック効果を略的な維持管理・更新、強い経済を実現するためのストック効果を
重視したインフラ整備など役割

（４）安定的な経営環境（４）安定的な経営環境
建設投資、公共事業予算が下げ⽌まる状況の中、 建設企業の業績も
上向き、建設企業においても、未来に向けた投資や若者の雇⽤を確
保できる状況になりつつある

（５）生産性向上の絶好のチャンス（５）生産性向上の絶好のチャンス
我が国は世界有数のＩＣＴを有しており、⽣産性向上のためのイノ
ベーションに突き進むことができるチャンスに直⾯している国 15



今こそ生産性向上のチャンス

i-Constructionについて

今こそ生産性向上のチャンス

労働力過剰を背景とした生産性の低迷
• バブル崩壊後、建設投資が労働者の減少を上回って、ほぼ一貫して労

働力過剰となり、省力化につながる建設現場の生産性向上が見送られ

生産性向上が遅れている土工等の建設現場
• トンネルなどは、約５０年間で生産性を最大１０倍に向上。一方、土工や

コンクリート工などは、改善の余地が残っている。（土工とコンクリート工働力過剰となり、省力化につながる建設現場の生産性向上が見送られ
てきた。

コンクリ ト工などは、改善の余地が残っている。（土工とコンクリ ト工
で直轄工事の全技能労働者の約４割が占める）（生産性は、対米比で
約８割）

依然として多い建設現場の労働災害 予想される労働力不足
• 全産業と比べて、２倍の死傷事故率（年間労働者の約0.5%（全産業約

0.25%））
• 技能労働者約340万人のうち、約110万人の高齢者が10年間で離職の

予想

• 労働力過剰時代から労働力不足時代への変化が起こりつつある。
建設業界の世間からの評価が回復および安定的な経営環境が実現し始めている今こそ 抜本的な生産性向上に取り組

プロセス全体の最適化（トップランナー施策）

• 建設業界の世間からの評価が回復および安定的な経営環境が実現し始めている今こそ、抜本的な生産性向上に取り組
む大きなチャンス

■全体最適の導入
（コンクリートの規格の標準化）

• 寸法等の規格の標準化された部材の

■施工時期の平準化
•２ヶ年国債の適正な設定等に
より 年間を通じた工事件数

プロセス全体の最適化（トップランナー施策）

■ＩＣＴの全面的な活用
• 調査・設計から施工・検査、さらには維持管理・

更新までの全てのプロセスにおいてICT（情報通 • 寸法等の規格の標準化された部材の
拡大

より、年間を通じた工事件数
の平準化

更新までの全てのプロセスにおいてICT（情報通
信技術）を導入

一人一人の生産性を向上させ、企業の経営環境を改善
建設現場 携わる人 賃金 水準 向上を図るなど魅力ある建設現場

i-Constructionの目指すもの

建設現場に携わる人の賃金の水準の向上を図るなど魅力ある建設現場に
死亡事故ゼロを目指し、安全性が飛躍的に向上

16



トップランナー施策の推進

トップランナー施策トップランナ 施策
①ICTの全⾯的な活⽤（ICT⼟⼯）
②全体最適の導⼊
（コンクリート⼯の規格の標準化等）
③施⼯時期の平準化

全ての建設現場へ全ての建設現場へ

17



トップランナー施策（ＩＣＴの全面的な活用（ICT土工））

③ICT建設機械による ④検査の省力化①ドロ ン等による３次元測量 ②３次元測量デ タによる ③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

３次元測量データ
（現況地形）と設計図

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場 （※）を実施

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等によ
り、出来形の書類が不要と
なり 検査項目が半減（現況地形）と設計図

面との差分から、施
工量（切り土、盛り土
量）を自動算出。

建設現場のIoT（※）を実施。 なり、検査項目が半減。

OKドローン等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密度）な３次
元測量を実施。

※I T（I t t f Thi ）とは 様々なモノにセ

３次元設計データ等
を通信

発注者
※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセ

ンサーなどが付され、ネットワークにつながる
状態のこと。

測量
設計・

施工計画
施工 検査i-Construction

(ICTの全面的な活用)

③

① ② ④これまでの情報化施工
の部分的試行

・重機の日当たり
施工量約1.5倍

・作業員 約1/3

３次元
データ作成

２次元
データ作成

測量
設計・
施工計画

検査従来方法 施工

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工測量の実施

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工
土量を算出

書類による検査 18



ＩＣＴの全面的な活用（土工）の概要（H28～当面）

土工（河川 砂防 海岸 道路）
測量業務 設計業務

ＩＣＴ活用工事（ICT土工）

Ａ Ｂ

現地測量を３次元
測量を実施（その
他は通常の測量）

３次元測量データを
もとに土工に関する
設計図を３Ｄ設計

土工（河川、砂防、海岸、道路）

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等

３次元データを活
用した検査（検査
書類 検査項目の

３次元測量
３次元設計

３次元施工 ３次元検査

④ ３次元出来形管理等
⑤ ３次元データの納品

書類、検査項目の
減少）

ICTの
３次元測量

設
施工計画

３次元施工 ３次元検査

※当面、工事の中で Ａ Ｂ も実施している。

全面的な活用
（i-Construction）

これまでの
３次元施工

②３次元設計データの作成

設計・
施工計画 従来の検査

情報化施工
の部分的試行

従来の測量

②３次元設計デ タの作成
③ICT建機による施工
・２次元出来形管理
・２次元データの納品

（従来）

従来方法 施工
（従来機）

：H28実施「ICT活用工事」 19



ICT活用工事【ICT土工】の実施方針①

建設生産プロセスの下記①～⑤の全ての段階においてICTを全面的に活用する工事であり、
入札公告・説明書と特記仕様書に明示することで対象工事とする。

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品 ※「ICT活用工事」において、①～⑤の一連の施工を行うことを「ICT活用施工」という。

（１）対象工種
１）河川土工、砂防土工、海岸土工（ﾚﾍﾞﾙ2工種）・・・掘削工、盛土工、法面整形工）河川 、砂防 、海岸 （ ﾙ 種） 掘削 、盛 、法面整形
２）道路土工（ﾚﾍﾞﾙ2工種）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・掘削工、路体盛土工、路床盛土工、法面整形工

（２）対象工事
・土工（対象工種）を含む「一般土木工事」土工（対象工種）を含む「 般土木工事」

（３）発注方式
１）発注者指定型

発注者の指定によ て「ICT活用工事 を実施する場合 別途定める「ＩＣＴ活用工事積算要領 により発注者の指定によって「ICT活用工事」を実施する場合、別途定める「ＩＣＴ活用工事積算要領」により、
必要な経費を当初設計で計上する。

２）施工者希望型
受注者の希望によって「ICT活用工事」を実施する場合 別途定める「ICT活用工事積算要領」により受注者の希望によって「ICT活用工事」を実施する場合、別途定める「ICT活用工事積算要領」により、

必要な経費を設計変更にて計上する。
このうち、土工量が一定以上の工事は、総合評価落札方式において「ICT活用施工」を評価項目とする。

ⅰ）総合評価で評価項目とする → 総合評価段階で希望（提案）する → 施工者希望Ⅰ型項
※入札は従来施工の費用 → 希望（提案）業者が受注した場合、契約締結後に必要な経費を変更計上する。

ⅱ）総合評価で評価項目としない → 契約後に希望（協議）する → 施工者希望Ⅱ型

20



ICT活用工事【ICT土工】の実施方針②

（４）活用可能なICT技術
監督・検査

河川土工 道路土工 施工管理

空中写真測量（無人航空機）
測量 ○ ○ ① ② ③ ⑧

段階 技術名 対象作業 建設機械
適用工種

備考

（４）活用可能なICT技術

による起工測量
測量 － ○ ○ ①、②、③、⑧

レーザースキャナーによる起
工測量

測量 － ○ ○ ④、⑤

３次元マシンコントロール（ブ まきだし

3次元測量
いずれか
１つ以上

ルドーザ）技術
３次元マシンガイダンス
（ブルドーザ）技術

敷均し
掘削
整形

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ ○ ○

３次元マシンコントロール
（バックホウ）技術 掘削

ＩＣＴ建設機械
による施工

いずれか
１つ以上

（バックホウ）技術
３次元マシンガイダンス（バッ
クホウ）技術

掘削
整形

ﾊﾞｯｸﾎｳ ○ ○

空中写真測量（無人航空機）
による出来形管理技術（土

出来形計測
出来形管理

－ ○ ○ ①、②、③、⑧

ずれ工）
出来形管理

レーザースキャナーによる出
来形管理技術（土工）

出来形計測
出来形管理

－ ○ ○ ④、⑤

3次元出来形
管理等の
施工管理

いずれか
１つ以上

TS・GNSSによる締固め
管理技術

締固め回数
管理

ﾛｰﾗｰ
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ

○ ○ ⑥、⑦

【凡例】　○：適用可能、　△：一部適用可能、　－：適用外

盛土工事
は必須

【要領一覧】　　　 ①空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）
②空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
③無人飛行機の飛行に関する許可・承認の審査要領
④レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
⑤レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
⑥TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領
⑦TS・GNSSを用いた盛土の締固めの監督・検査要領
⑧UAVを用いた公共測量マニュアル（案） 21



ICTの全面的な活用に関する新基準の導入①

○ 調査・測量、設計、施工、検査、維持管理・更新のあらゆる建設生産プロセスにおいて
ICT技術を全面的に導入するため、３次元データを一貫して使用できるよう、15の新基準
を整備を整備。

施工 検査調査・
測量

設計
維持管理・

更新
施 検査

測量
設計 更新

測量成果 発注のための施工量の算出 検査方法

（従来）（従来）（従来）
平均断面法により施工土量を算出

測量成果
※ＵＡＶを用いた測量マニュアルの策定

発注のための施工量の算出
※土木工事数量算出要領（案）の改訂

検査方法
※監督・検査要領（土工編）（案）等の策定

Ｌ
（
断
面
間
距
離
）

中
心
線
形

施工延長200mにつき１ヶ所検査
（改訂後）

（改訂後）（改訂後）
３次元測量点群データ（現況

（２次元の平面図） V=(A1+A2)÷2×L

次 測 点群 タ（現況
地形）と設計図面との差分か
ら、施工量（切り土、盛り土量）
を自動算出。

（３次元測量点群データ） 現地検査はTSやGNSSローバーを活用

GNSSローバー

22



ICTの全面的な活用に関する新基準の導入②

UAVを用いて撮影した空中写真から３次元点群データを作成するための標準的な手法を

①UAVを用いた写真測量を公共測量へ導入

UAVを用いて撮影した空中写真から３次元点群デ タを作成するための標準的な手法を
定めた測量マニュアルを作成

従来の測量機器やGNSS
を利⽤した現地測量

有⼈航空機を利⽤した
狭い範囲の図面向け 広い範囲の図面向けUAVを⽤いた写真測量

を利⽤した現地測量 空中写真測量

UAVの安全な飛行を確保するための安全基準（案）の
表もあわ 実施

②公共測量の成果にUAV写真による３次元点群データを追加

※レーザ測量等に加え、ドローンによる３次元測量も可能に
公表もあわせて実施

導入効果：小回りがきくUAVや３次元化の自動ソフトの導入により、短時間で効率的に３次元点群データが作成可能

詳細な３次元点群データ従来の２次元図面

23



ICTの全面的な活用に関する新基準の導入③

３次元計測により計測された３次元点群データによる効率的な出来形管理を導入

従来

既存の出来形管理基準では、代表管理断面において高さ、幅、長さを測定し評価

従来

＜例：道路土工（盛土工）＞
測定基準：測定・評価は施工延長40m毎
規格値 ：基準高(H)：±5cm規格値 ：基準高(H)：±5cm

法長 (ℓ)：-10cm
幅 (w)：-10cm

H

i-Construction

UAVの写真測量等で得られる３次元点群データからなる面的な竣工形状で評価

＜例：道路土工（盛土工）＞点群ﾃﾞｰﾀ平場 ＜例：道路土工（盛土工）＞
測定基準：測定密度は1点/m2以上、評価は平均値と全測点
規格値 ：設計面との標高較差（設計面との離れ）

平場 平均値：±5cm 全測点：±15cm
法面 平均値 ±8 全測点 ±19

法面

法面

小段

従来と同等の出来形品質を確保できる面的な測定基準・規格値を設定

法面 平均値：±8cm 全測点：±19cm1m2に１点以上
※法面には小段含む

24



ICTの全面的な活用に関する新基準の導入④

名称 新規 改訂 本文参照先（URL）名称 新規 改訂 本文参照先（URL）

調
査
・測
量

１ ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル（案） ○
http://psgsv2.gsi.go.jp/koukyou/public/uav/in
dex.html

２ 電子納品要領（工事及び設計） ○
http://www.cals-ed.go.jp/cri_point/

量
、
設
計

２ 電子納品要領（工事及び設計） ○ http://www.cals-ed.go.jp/cri_guideline/

３ 3次元設計データ交換標準（同運用ガイドラインを含む）（H28.10一部改正） ○
http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bunya/cals/de
s.html

４ ICTの全面的な活用の実施方針 ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124407.pdf

施

４ ICTの全面的な活用の実施方針 ○ p g jp p

５ 土木工事施工管理基準（案）（出来形管理基準及び規格値） ○
http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou/pdf/
280330kouji_sekoukanrikijun01.pdf

６ 土木工事数量算出要領（案）（施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案）を含む） ○ ○
http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2
/sr/suryo.htm

施
工

http://www.mlit.go.jp/common/001124406.pdf

７ 土木工事共通仕様書 施工管理関係書類（帳票：出来形合否判定総括表） ○
http://www.nilim.go.jp/japanese/standard/form
/index.html

８ 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124402.pdf

９ レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124404.pdf

１０ 地方整備局土木工事検査技術基準（案） ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

検

１１ 既済部分検査技術基準（案）及び同解説 ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

１２ 部分払における出来高取扱方法（案） ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

査
１３ 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124403.pdf

１４ レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124405.pdf

１５ 工事成績評定要領の運用について ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

積算基準 ＩＣＴ活用工事積算要領(H28.10一部改正） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001146585.pdf25



〈設置目的〉

北海道開発局 i-Construction推進本部

〈設置目的〉
○国土交通省においては、建設現場における生産性を向上させ、魅力ある建設現場を目指す新しい取り組みで

あるi-Constructionを推進することとした。
○北海道開発局においては、i-Construction（「ICT技術の全面的な活用」、「規格の標準化」、「施工時期の平準○北海道開発局にお ては、 （ 技術の全面的な活用」、 規格の標準化」、 施 時期の平準

化」）を国の現場に導入するためのアクションプラン策定や地方公共団体及び業団体への普及活動を推進する
ため、推進本部を設置する。

〈推進本部〉
：局長
：局次長
：開発監理部長、事業振興部長、建設部長、港湾空港部長、農業水産部長、営繕部長、

開発監理部次長（計画担当） 事業振興部調整官

〈推進本部〉
本 部 長
副 本 部 長
メ ン バ ー

開発監理部次長（計画担当）、事業振興部調整官

：事業振興部長
〈推進幹事会〉
幹 事 長

：技術管理課長
：開発調整課長、工事管理課長、機械課長、河川工事課長、河川管理課長、道路建設課長、

道路維持課長、港湾建設課長、空港課長、農業設計課長、農業整備課長、水産課長、技術・評価課長

副 幹 事 長
メ ン バ ー

〈検討部会〉
i-Construction推進に向けた具体的な方策や課題に対して、必要に応じ検討部会を設置する。

〈実施内容〉
①i-Constructionを直轄現場へ導入するためのアクションプラン策定

・説明会、フォーラム等の企画
・新たな基準 積算方法の周知徹底・新たな基準、積算方法の周知徹底

②地方公共団体へのi-Construction普及活動
③建設業界（施工業者、設計コンサルタント）へのi-Construction普及活動
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土工（対象工種）を含む「 般土木工事」 「ICT活用工事」※河川土工、海岸土工、

ＩＣＴ活用工事【土工】発注方式ルール案（北海道開発局版）

土工（対象工種）を含む「一般土木工事」

【施工者希望Ⅰ型】
《①～⑤を全面活用する場合》

「ICT活用工事」
建設生産プロセスの全ての段階に

おいてICT施工技術を全面的に活用
する工事

① ３次元起工測量
ICTモデル事業Yes

※河川土工、海岸土工、
砂防土工、道路土工

土工量
1 000 3以上

No

《① ⑤を全面活用する場合》
（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する
○技術提案S型or施工能力評価Ⅰ型

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

No

1,000m3以上

「ICT活用工事」

Yes

○技術提案S型or施工能力評価Ⅰ型
※建機配置が整えば、発注者指定型へ移行。

ただし、現状の機械配置状況等により、
【施工者希望Ⅱ型】による発注も可

《①～⑤の

全面活用を希望
しなかった場合》

【施工者希望Ⅱ型】
（１）総合評価の対象としない

《①～⑤を全面活用する場合》
（２）工事成績で加点評価する

ICT活用工事」
に設定

WTO対象

土工量
20 000m3以上Yes

Yes

No
《①～⑤の

しなかった場合》

（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する
○施工能力評価Ⅰ型orⅡ型

WTO対象
工事

20,000m3以上Yes

No

【発注者指定型】

いずれかを実
施した場合》

予定価格が No

Yes

【発注者指定型】
（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上

（１）工事成績の
加点対象としない

予定価格が
2.5億円以上

No

「 事 （３）必要経費は当初設計で計上
○ICTモデル事業(測量・設計業務、施工・検

査まで全てICT活用)は、技術提案S型or施
工能力評価Ⅰ型orⅡ型

○WTO工事は、技術提案評価A型orS型

加点対象としない

（２）➀～③の実施した部
分を見積り及びICT活用工
事積算要領等により変更

「ICT活用工事」
に設定

事積算要領等により変更
計上する

従来施工
ICT建設機械の施工等、自主的な活用
は妨げない。

注：土工量や予定価格は目安であり、発注方式の設定にあたっては、工事内容及び地域におけるICTの普及状況等を勘案し決定。 27



ICT活用工事【ICT土工】の積算

・ＩＣＴ建機の普及に向け、ＩＣＴ建設機械のリース料などに関する新たな積算基準を策定
・既存の施工パッケージ型の積算基準をＩＣＴ活用工事用に係数等で補正する積算基準

※施工パッケージ型とは、直接工事費について施工単位ごとに機械経費、労務費、
材料費を含んだ施工パッケージ単価を設定し積算する方式です。

《新たな積算基準のポイント》

①対象工種

路体（築堤）盛土（15,000m3）の場合の試算

機械経費 労務費・その他経費

・土工（掘削、路体（築堤）盛土、路床盛土）
・法面整形工

省力化による減ICT建機の導入による増

（従来施工）

②新たに追加等する項目
・ＩＣＴ建機のリース料

（従来建機からの増分）
建機 初期導 経費

ICT建機の投資に見合う
積算基準を導入

従来施工の
1.1倍程度

（i-Construction
導入時）

・ＩＣＴ建機の初期導入経費
（導入指導等経費を当面追加）

③従来施工から変化する項目

ICT建機の普及による減

③従来施工から変化する項目
・補助労務の省力化に伴う減
・効率化に伴う日当たり施工量の増

（将来）

※比較用の試算のため、盛土工のみで試算しています。実際の工事では、
ＩＣＴ建機で行わない土砂の運搬工等の工種を追加して工事発注がなさ
れます。
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i C t ti の周知 説明 出来形管理 検査講習会実地実地

ＩＣＴ土工に対応できる技術者・技能労働者の拡大

《⽇ 程》 平成28年6⽉7⽇（⽕）10:00〜11:50
《参加者》 ＩＣＴ⼯事検査官
◇実施研修（ICT機器を⽤いた出来形計測・検査⽅法）
① GNSS バ

i-Constructionの周知・説明概要概要
《H28. ４⽉〜６⽉》
札幌・函館・旭川・室蘭・帯広において開発局職員
及び地⽅建設業協会へのi-Constructionの概要説明

出来形管理・検査講習会実地実地
研修研修

① GNSSローバー
② トータルステーション（TS）
③ レーザースキャナ、UAV測量

UAV測量実演

《H28.５⽉〜７⽉》
春季地⽅建設業協会(11建
協)との意⾒交換会におい
てi-Constructionの説明

GNSSロ バ 実地研修

《H28.11⽉〜12⽉》
秋季地⽅建設業協会(11建
協)との意⾒交換会におい
てi-Constructionの説明

《⽇ 程》 平成28年 6⽉6⽇（⽉）14:00 16:00

GNSSローバー実地研修

北海道開発局i-Construction説明会監督監督
検査検査

室蘭建設業協会

◇説明者
本省 総合政策局

公共事業企画調整課 近藤補佐

◇説明者
本省 総合政策局

公共事業企画調整課 近藤補佐

てi Constructionの説明

《⽇ 程》 平成28年 6⽉6⽇（⽉）14:00〜16:00
《場 所》 職員研修室 2階講堂
《参加者》 技術系職員 71名、建設業界126名(111社)

⾃治体 17名(北海道 5名、札幌市12名)

検査検査 公共事業企画調整課 近藤補佐
◇説明内容

① i-Construction〜建設現場
の⽣産性⾰命〜

② ICT活⽤⼯事の実施⽅針

公共事業企画調整課 近藤補佐
◇説明内容

① i-Construction〜建設現場
の⽣産性⾰命〜

② ICT活⽤⼯事の実施⽅針
計 214名

※7/28帯広、8/24旭川、9/14網⾛、9/21⼩樽、9/26室蘭
11/17釧路、11/22池⽥河川において講習会を実施
（参加者_合計639名）

説明会開催状況

② ICT活⽤⼯事の実施⽅針
③ ICT活⽤⼯事の流れ

〜空中写真測量（無⼈航空機）
を⽤いた出来形管理要領を中⼼に〜

② ICT活⽤⼯事の実施⽅針
③ ICT活⽤⼯事の流れ

〜空中写真測量（無⼈航空機）
を⽤いた出来形管理要領を中⼼に〜

今後の予定

◇講習会 出前講座、建設事業専⾨研修会((⼀財)北海道
主 継

監督・検査実地研修

《⽇ 程》平成28年10⽉18⽇（⽕）
《対象者》 ⼟ 担当監督 び 注者⽀援技術者

今後今後
予定予定

実地実地
研修研修

開発協会主催)ほか、様々な機会を通じて講習を継続《対象者》 ICT⼟⼯担当監督員及び発注者⽀援技術者
◇実施研修（ICT機器を⽤いた出来形計測・検査⽅法）

① GNSSローバー ② トータルステーション（TS）
③ レーザースキャナ、UAV測量 ■北海道における延べ参加者数(H29.1.20） 2,241⼈
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ICT建機などの導入に利用できる

建設機械関係の補助金、低利融資、税制優遇【補助金】 2017/2/14確認

省 建 機械導 補 金 促進事業補 金省エネルギー型建設機械導入補助金 エコリース促進事業補助金

期 間 ～H29.3.16［H29年度も継続］ ～H29.3.6［H29年度も継続］

民間企業等（民間企業 その他の法人（独立行 中小企業 個人事業主等（資本金の額又は出資
利用できる方

民間企業等（民間企業、その他の法人（独立行
政法人を除く）及び個人事業主）

中小企業、個人事業主等（資本金の額又は出資
の総額が3億円以下の会社法上の会社）

・国土交通省策定の燃費基準値を超える（3つ
星以上）燃費性能を有する排出ガス四次規制

国土交通省の低炭素型建設機械の認定を受けた
油圧ショベル ブルドーザで 下記のいずれか星以上）燃費性能を有する排出ガス四次規制

（2011年、2014年）に適合した油圧ショベ
ル、ブルドーザ又はホイールローダ

・『ハイブリッド機構』、『情報化施工』又は

油圧ショベル、ブルド ザで、下記のいずれか
に該当するもの
・オフロード法の基準適合表示が付されたハイ

ブリッド機構を備えた油圧ショベル
対象設備 『電気駆動』等の先端的な省エネルギー技術

が搭載されていること
・執行管理団体に設置する有識者委員会で審査

決定された型式

・オフロード法の基準適合表示が付された発電
式ブルドーザ

・バッテリ式油圧ショベル
・有線式油圧ショベル決定された型式

これらをすべて満たす建設機械の導入に対して
補助

有線式油圧ショベル

補助率：補助対象車両の購入価格と基準価格の 補助率：リース料総額の3%

補助率
差額の定額または2/3

補助上限額：300 万円

補助率 リ ス料総額の3%
「東北三県」に本店所在地を有する法人又は住
民票に記載された住所を有する個人事業主の場

合は、リース料総額の10%

その他
H29年度予算案：14.1億円（前年度18.0億円）
※車両価格の目標水準を毎年度設定し、達成・
未達成で補助率に差（9/10・6/10）を設定

H29年度予算案：19.0億円（前年度18.0億円）
※東北３県及び熊本県に係るリース契約の補助
率は10％

制度紹介HP
http://www.meti.go.jp/press/2016/05/20160517003/
20160517003.pdf
http://www.eco-kenki.jp/

http://www.jaesco.or.jp/ecolease-promotion/

※正確なところは、制度紹介HPやHPに記載の問い合わせ窓口で、ご確認ください。 30



ICT建機などの導入に利用できる

建設機械関係の補助金、低利融資、税制優遇【低利融資】 2017/2/14確認

（株）日本政策金融公庫 （株）日本政策金融公庫（株）日本政策金融公庫
環境・エネルギー対策資金

（株）日本政策金融公庫
ＩＴ活用促進基金

期 間 ～H29.3.31［H29年度も継続］ ～H29.3.31［H29年度も継続］

利用できる方
中小企業（建設業：資本金3億円以下または従
業員300人以下）、個人事業主

中小企業（建設業：資本金3億円以下または従
業員300人以下）、個人事業主（賃貸業は対象外）

貸付限度 中小企業事業：7億2千万円、国民生活事業：7千2百万円貸付限度 中 業事業 億 、国民 活事業 百

貸付期間 20年以内

各環境対策型建設機械の購入
・排出ガス対策型建設機械：基準金利

情報化施工機器の購入・賃借
・貸付対象は、ＭＣ／ＭＧ機器やＴＳ／ＧＮ排出ガス対策型建設機械 基準金利

・オフロード法基準適合車：特別利率②/Ｂ
（2014規制）、基準金利（2011年規制）

・低炭素型建設機械：特別利率①/Ａ
燃費基準達成建設機械 特別利率②/Ｂ

貸付対象は、ＭＣ／ＭＧ機器やＴＳ／ＧＮ
ＳＳ等の情報化施工機器と取付改造費とな
ります（建設機械本体は含まれません）

・特別利率①/Ａ（新規開業の場合は、特別利
率③/Ｃ）

貸付対象と
貸付利率

・燃費基準達成建設機械：特別利率②/Ｂ
貸付金額が4億円を超える場合は、基準金利と
なります。

率③/Ｃ）
貸付金額が2億7千万円を超える場合は、基準
金利となります。

中小企業事業：基準金利1 3% 特別利率①0 81% 特別利率②0 56% 特別利率③0 31%中小企業事業：基準金利1.3%、特別利率①0.81%、特別利率②0.56%、特別利率③0.31%
（5年超6年以内、平成29年2月）標準的な利率のため詳細は制度の窓口にお問合せ下さい。
国民生活事業：基準金利1.81～2.40%、特別利率Ａ1.41～2.00%、特別利率Ｂ1.16～1.75%、特別

利率Ｃ0.91～1.50%
（担保不用の貸付、平成29年2月）標準的な利率のため詳細は制度の窓口にお問合せ下さい。

その他 H29年度財政投融資計画案：オフロード法基準
適合車の特別利率の一部見直し

H29年度財政投融資計画案：新規開業の場合の
特別利率の見直し

制度紹介HP
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kankyoutais
aku.html

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/11_itsikin_m.html

※正確なところは、制度紹介HPやHPに記載の問い合わせ窓口で、ご確認ください。 31



中小企業等経営強化法 生産性向上設備

ICT建機などの導入に利用できる

建設機械関係の補助金、低利融資、税制優遇【税制優遇】 2017/2/14確認

中小企業等経営強化法
（H28.7.1施行）

中小企業投資促進税制
生産性向上設備
投資促進税制

期 間 ～H31.3末 ～H29.3末［H29年度も継続］ ～H29.3.末［H28年度で廃止］

中小企業（資本金1億円以下） 個人事業主 青色申告
利用できる方

中小企業（資本金1億円以下）、個人事業主 青色申告している
法人・個人事業主

（対象業種や企業規模に制限なし）
担当省庁（建設業は国交省）による
経営力向上計画の認定必要

（賃貸業は対象外）

160万円以上の機械及び装置であること

対象設備

160万円以上の機械及び装置であること

経営力向上計画に基づき取得する新
規の機械装置（生産性が年平均1%以
上向上する設備等）

生産性向上に資する一定の設備等
（右記のA類型、B類型）は、上乗せ
措置を適用

最新設備を導入する場合（A類型）
利益改善のための設備を導入する場
合（B類型）

優遇内容

固定資産税 法人税

固定資産税の課税標準を

3年間1/2に軽減
個人事業主、資本金3千万円以下

特別償却30%又は税額控除7%
特別償却50%又は税額控除4%

資本金3千万円超1億円以下

特別償却30%

＜その他の支援措置＞ ＜上乗せ措置の内容＞ ＜対象設備の要件＞

そ の 他

政策金融機関の低利融資、民間金融
機関の融資に対する信用保証、債務
保証等による円滑な資金調達を支援

個人事業主、資本金3千万円以下

特別償却即時又は税額控除10%

資本金3千万円超1億円以下

A類型
・最新モデルであること
・生産性が年平均1%以上向上してい

ること資 億

特別償却即時又は税額控除7%
※H29年度より上乗せ措置は、「中

小企業経営強化税制」に改組

ること

B類型
・投資利益率が15%以上（中小企業

者等は5%）であること

h // h h i j /k i i/k h // h h i j / i / h // i j / li /ji

制度紹介HP
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/k
yoka/index.html

http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/
zeisei/2014/tyuusyoukigyoutousisoku
sinzeisei.htm

http://www.meti.go.jp/policy/jigyou_s
aisei/kyousouryoku_kyouka/seisansei
kojo.html

※正確なところは、制度紹介HPやHPに記載の問い合わせ窓口で、ご確認ください。 32



ICT土工の効果

【道央圏連絡道路 千歳市 泉郷改良工事におけるICT土工の効果】【道央圏連絡道路 千歳市 泉郷改良工事におけるICT土工の効果】
・工事延長 L=480ｍ（盛土V=54,600m3)
・UAV測量により、起工測量＋出来形とりまとめ日数が減少（13日→8日）。
・丁張り設置作業や盛土施工中の測量作業が必要なく、重機施工範囲内に作業者がいないこと、ICT建機による操作

【起工測量】

丁張り設置作業や盛 施 中の測量作業が必要なく、重機施 範囲内に作業者が な と、 建機による操作
負担軽減等により、重機の稼働効率が向上。日当たり作業量が増加（940m3/日→1,100m3/日）。

・土工全体で13日作業短縮、約２割効率化。

【起工測量】
・基準点測量（1日）
・縦横断測量（3日）
・内業（測量成果まとめ4日）

【通常建機による施工】
・丁張り等設置、高さ確認等
・通常建機による土工（940m3/日

（標準歩掛））

【出来形とりまとめ】
・TS出来形（1日）
・管理帳票作成等（代表断面管理）(4日)

８日 ５８日 ５日

従来型施工

８日 ５８日 ５日

７１日

ICT土工 ５８日ICT土工
（UAV測量）

【起工測量】

４日 ５０日 ４日

５８日

【出来形とりまとめ】【ICT建機による施工】
気温が低くﾊﾞｯﾃ
ﾘｰがなくなり、撮【起 測量】

・基準点測量（1日）
・UAV測量（1日）
・内業（測量成果まとめ2日）

全体で１３日の作業短縮

【出来形とりまとめ】
・UAV測量（2日）
・管理帳票作成等（面的管理）（2日）

【ICT建機による施 】
・丁張り等設置なし、日々の高さ確認

等はICT建機施工データを活用。
ある程度積層が進んだところで詳細
確認・補正実施。
ICT建機による土工（1 100 3/日）

ﾘ がなくなり、撮
影に２日間要した

全体で１３日の作業短縮
（約２割効率化）

・ICT建機による土工（1,100m3/日）
（毎日作業前に刃先位置設定等を実施）
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受発注者の評価

受注者

①工程短縮効果（ICT土工の導入で半月程度作業短縮の見込み）
※ただし本工事の全体工期クリティカルは橋台躯体工

受注者

本 事 体 期クリティ 橋台躯体

②従前通りだと測量から盛土までに要する作業員数が6～7名
→丁張り設置不要により、 3～4名に半減可能

③建設機械近傍での丁張り設置作業がなくなったことで安全性が向上

④日々の高さ確認等の外業負担が減り、内業に時間をかけられるため、残業減や
計画的な休暇確保がしやすくなった（本工事では月5日休暇取得が出来ている）

⑤通常の検査に比べ効率化された。
⑥３次元設計デ タの作成や確認できる人材育成が課題⑥３次元設計データの作成や確認できる人材育成が課題

３次元データの作成・修正ももっと簡易に出来るようになると良い（各プロセス毎
に別々のソフトウェアを使用するため、データ作成・修正に当たり、費用と時間別 ソ ウ アを使用する 、デ タ作成 修 当 り、費用 時間
がかかる）。また、外注した場合のデータをチェックできる人材の育成が課題。

発注者

①施工中の監督業務においては、従来と変わらない。

②総土量の算出は非常に簡易になり、かなり業務の負担軽減になったが、施工幅

発注者

② 算 務 負 減 施
毎の土量算出が必要な場合は従来と変わらない。

③出来形計測に関わる書面検査にかかる時間が短縮された。 34



災害発生の現場においては 人力による測量機器の搬入 崩壊斜面等への立ち入りができず 通常の現地測量が困難

災害時のＵＡＶ活用事例（R274日勝峠）①
帯広開発建設部

災害発生の現場においては、人力による測量機器の搬入、崩壊斜面等への立ち入りができず、通常の現地測量が困難。
早期の被災状況把握、復旧工法検討においてＵＡＶによる空中写真測量（三次元点群測量）は有効な手段である。

台風１０号により被災
しＵＡＶによる三次元

UAVによる三次元点群測量: 現地測量(TS):
しＵＡＶによる三次元
点群測量を実施した
国道274号日勝峠

作業計画、現地踏査作業計画、現地踏査
工程調整、現地確認による使用機器
の選定：0.5日

工程調整、現地確認：0.5日

基準点測量

細部測量

標定点、対空標識の設置

撮影

隣接写真間の接合、位置決定のため。
GPS測量により設置（5点）：1日

GPS測量により設置（8点） ：1.5日

数値編集三次元地形復元

UAVによる写真撮影 360枚(4コース)
1日（ 3人／班）

SfMシステムを使用して、
３次 点群デ タを自動取得 0 5

TSによる地形、地物の測定
4日（ 3人／班）

等高線、標高点を表示して平面図（２次元）を作成：3日

数値編集

３次元点群データを自動取得：0.5日

ノイズ（ダスト点、樹木、人工物等）を除去し、
３次元地形モデルを構築、等高線図、断面図を作成：1日

災害復旧工事実施時におけるUAV活用効果
対空標識

・危険な場所に立ち入ることなく短時間で計測が可能であり、２次災害発生が懸念されない。
・データを劣化することなく、調査・設計・施工までシームレスに活用することが可能。
・面的に地形を計測することが可能であり、従来法（２次元）と比べて、より複雑な地形を把

握できるため、施工段階での見直しが減少する。
・着工前（準備工）段階にて丁張設置が不要となることから 急峻で不安定な崩壊斜面での作

対空標識

「ＵＡＶ」による空中写真撮影実施状況

着工前（準備工）段階にて丁張設置が不要となることから、急峻で不安定な崩壊斜面での作
業が省略でき安全且つ時間の短縮が可能。

・i-Constructionの導入が可能となり、機械化施工を効率的に行える。
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 ドローンによる空中写真撮影を行うことで、被災箇所（個別）の状況を迅速に把握。

室蘭開発建設部
災害時のＵＡＶ活用事例（R274日勝峠）②

 ドロ ンによる空中写真撮影を行うことで、被災箇所（個別）の状況を迅速に把握。

 実機により撮影したビデオ映像から、Mofix（ビデオ画像処理技術）を用いた連続モザイク写真を作成し、短期間で被害の全貌を把握。

 レーザープロファイラ測量による現地測量作業の効率化、SfMシステムを用いた3Dデータモデル作成による被災状況（規模）を迅速に
把握。

従来の手法である実測（現地測量）では、約200日かかる作業を、ＩＣＴの有効活用により約30日に短縮。

■ドローンによる空中写真撮影 ■Mofix（ビデオ画像処理技術）を用いた連続モザイク写真の作成

■SfM（Structure from Motion）システムによる
3Dデータモデルの作成

被災規模（崩壊土量 被災延長等）を自動計算

■レーザープロファイラ測量による現地測量作業の効率化

被災規模（崩壊土量・被災延長等）を自動計算

レーザーヘッド
ユニット

システム
コントローラー

撮影機体撮影機体

レーザー照射
スキャンミラー

機体胴体下の開口部 機体内部のシステム
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CIMを活用した土工以外の工種（橋梁、トンネル、ダム等）への展開

ＣＩＭ（C t ti I f ti M d li /M t）とは 社会資本の計画 調査 設計段階から３次元モデルを導入

次 連携 段階的構築

ＣＩＭ（Construction Information Modeling/Management）とは、社会資本の計画・調査・設計段階から３次元モデルを導入

し、その後の施工、維持管理の各段階においても、情報を充実させながらこれを活用し、あわせて事業全体にわたる関係者
間で情報を共有することにより、一連の建設生産システムにおける受発注者双方の業務効率化・高度化を図るものである。

３次元モデル
（設計レベル）

３次元モデル
（施 レベル）

調査・測量・設計

【作成・追加するデータ】 【作成・追加するデータ】

３次元モデルの連携・段階的構築

施工（着手前）

（発注者）

（設計レベル） （施工レベル）

・発注業務の効率化

・起工測量結果
・細部の設計

（配筋の詳細図、現地
取り付け等）

・干渉チェック、設計ミスの削減
・構造計算、解析
・概算コスト比較

・干渉チェック、手戻りの削減
・情報化施工の推進

・地形データ（３次元）
・詳細設計（属性含む）

（施工段階で作成する
方が効率的なデータは
概略とする）

【得られる効果】 【得られる効果】

【作成 追加するデ タ】

【得られる効果】

（発注者）

（自動積算）
・違算の防止

・工事数量算出（ロット
割）の効率化

・概算コスト比較
・構造物イメージの明確化
・数量の自動算出

概略とする）

施工中
（発注者）

・設計変更の効率化
・監督・検査の効率化

・現場管理の効率化
施 計 適

（発注者）

・適正な施設更新

【得られる効果】
【得られる効果】

【得られる効果】
・時間軸（４Ｄ）

【追加するデータ】
３次元モデル例

施工（完成時）

・施工計画の最適化
・安全の向上
・設計変更の効率化

維持・管理

・適正な施設更新
・３Ｄ管理モデルの活用

３次元モデル
（管理レベル）

３次元モデル
（施工完了レベル）・点検・補修履歴

・現地センサー（ICタグ等）
との連動

・施工情報（位置、規格、
出来形・品質、数量）

・維持管理用機器の設定
完成デ タの精緻化 高度化

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

連動 維持管理用機器の設定

・施設管理の効率化・高度化
・リアルタイム変状監視

・完成データの精緻化・高度化
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ＣＩＭ導入による効果（フロントローディングの例（配筋干渉の確認））

２次元の設計図面では限界のある立体的な干渉チ クが可能 業務

（関東地方整備局 横浜国道事務所）
H23IC・JCT本線第一橋梁詳細設計業務■干渉部位：杭鉄筋と底版鉄筋の干渉

• ２次元の設計図面では限界のある立体的な干渉チェックが可能 業務

①干渉を確認 ②修正（鉄筋間隔を調整）①干渉を確認 ②修正（鉄筋間隔を調整）
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ＣＩＭ導入による効果（特別高圧線対策）

工事高 送 線 傍 機 計 等 検

(従来)平⾯図・側⾯図のみで検討 ⇒(CIM)3Dモデルによる検討 （中部地方整備局 岐阜国道事務所）
平成２６年度 東海環状揖斐川橋右岸下部工事

工事高圧送電線の近傍における重機の配置計画等の検討

特別⾼圧警戒範囲
P
6

特別⾼圧警戒範囲

P4-クレーンの旋回⽅向によっては、
特別⾼圧警戒範囲に掛かる。

P5，P6-影響なし P
5

P
4

P3-特⾼線影響範囲に半分掛かる
⇒ケーソンのマンシャフトとマテリアル
ロックの位置を交換

⇒クレーン旋回⽅向の教育の徹底

P
3

P2-特⾼線の真下
⇒杭打ち機の機種変
更

ロックの位置を交換

側⾯図 特別⾼圧警戒範

⿃瞰図
(上空より)

P
2

側⾯図 特別⾼圧警戒範
囲

P
P
2

特別⾼圧警戒範囲 に建設機械が接近すると
建設機械に電流が流れ、電気事故を
引き起こす恐れあり

3Dモデルにより、特別⾼圧警戒範囲とクレーンの関係を直感的に理解可能

P
6

P
5

P
4

P
3

2 引き起こす恐れあり。

⇒施⼯計画の⽴案、協⼒会社の着⼿前教育に活⽤することで安全性向上
39



トップランナー施策（全体最適の導入）
コンクリート工の規格の標準化等

○ 現場毎の一品生産、部分別最適設計であり、工期や品質の面で優位な技術を採用することが困難。

○ 設計、発注、材料の調達、加工、組立等の一連の生産工程や、維持管理を含めたプロセス全体の最適化
が図られるよう、全体最適の考え方を導入し、サプライチェーンの効率化、生産性向上を目指す。

規格 標準化等

（例）鉄筋をプレハブ化、型枠をプレキャスト化することにより、型枠設置作業等をなくし施工

○ 部材の規格（サイズ等）の標準化により、プレキャスト製品やプレハブ鉄筋などの工場製作化を進め、コス
ト削減、生産性の向上を目指す。

クレーンで設置 中詰めコン打設

現場打ちの効率化

鉄筋 型枠の ©三井住友建設

現場打ちの効率化

脱型不要鉄筋、型枠の
高所作業なし

©三井住友建設

従来方法

鉄筋組立 生コン打設型枠設置 脱型

（例）各部材の規格（サイズ）を標準化し、定型部材を組み合わせて施工

プレキャストの進化

©大林組ラーメン構造の高架橋の例
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コンクリート工の生産性向上に向けた取組方針

規格 標準化や全体最適設計 導入 程 改善を図る と 生産性向上技術 全規格の標準化や全体最適設計の導入、工程の改善を図ることで、生産性向上技術の全
国展開、現場毎の個別最適から一連の事業区間や全国の事業を想定した最適化、製
作・運搬等の各生産工程の改善を図ることで、コンクリート工の生産性向上を目指す

工事関係基準（ガイドライン、品質規定）の整備、見直し

○適用範囲の標準化（ガイドライン）

現場打ち、プレキャストそれ
ぞれにおいて 生産性向上

規
格
の

 機械式定着工法、機械式継手、高流動ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾌﾟﾚｷｬ
ｽﾄの大型構造物への適用拡大

○適用範囲の標準化（ガイドライン）

○必要性能の標準化（ガイドライン）

生産性向上技術の
全国展開

ぞれにおいて、生産性向上
技術を全国に普及

の
標
準
化

 鉄筋のプレハブ化、埋設型枠

 発注規定 品質管理基準（検査方法）等

○検査方法等の標準化

現場作業の屋内作業化、
定型部材の組み合わせに
よる施工への転換

現場毎の個別最適
から一連の事業区

 橋脚、桁、型枠、鉄筋などのサイズの標準化

 発注規定、品質管理基準（検査方法）等

○サイズの標準化

 工期短縮や安全性、品質の向上等について、設計段
階で評価できる手法を検討し、建設生産プロセス全体

全
体
最
適

全体最適を図る設計手法の検討
コスト以外の項目も用いて
技術を総合評価する手法
の確立

から 連の事業区
間や全国の事業を
想定した最適化

階で評価できる手法を検討し、建設生産プロセス全体
で最適な技術・工法を採用

 サプライチ ン ネジメントを先進的に導入している

設
計

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの導入の検討

の確立

建設生産プロセス全体の効工
程 製作・運搬等を含ん

 サプライチェーンマネジメントを先進的に導入している
事例（住宅業界等）の分析、コンクリート関連工場への
適用性の検討

率化を図り、待ち時間など
のロスを減少

程
改
善

製作 運搬等を含ん
だ生産工程の改善
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生産性向上技術のガイドライン策定に向けた検討体制

 これまで生産性向上技術の使用等に直接関わり、知見を蓄積しているメンバー
を中心に検討会を立ち上げ、２８年度中に生産性向上技術の普及、一般化に向
けてガイドライン等を整備けてガイドライン等を整備

生産性向上技術 検討会委員

・機械式継手
・機械式定着工法

委員長：久田真（東北大教授）

委員 ：建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会、製造ﾒｰｶｰ 等

事務局：日本建設業連合会事務局：日本建設業連合会

・高流動コンクリート

委員長：橋本親典（徳島大教授）

委員 ：建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会、全国生ｺﾝｸﾘｰﾄ工業組合連合会、ｺﾝｸﾘｰﾄ用

化学混和剤協会 等化学混和剤協会 等

事務局：日本建設業連合会

・鉄筋のプレハブ化 委員長：睦好宏史（埼玉大教授）

・埋設型枠の活用
・プレキャストの適用範囲の拡
大（大型化）（※橋梁関係） 、等

委員 ：日本建設業連合会、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会、道路ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ
製品技術協会 等

事務局：ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会

・プレキャストの適用範囲の拡
大（大型化） 道路

委員長：宮川豊章（京大教授）

委員 ：日本建設業連合会、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会、土木研究ｾﾝﾀｰ、ｾﾒﾝﾄ
協

会 全国宅地擁壁技術協会 全国ﾎﾞ ｸｽｶﾙ ﾞ ﾄ協会 日本ＰＣﾎﾞ
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大（大型化）（※道路関係） 会、全国宅地擁壁技術協会、全国ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ協会、日本ＰＣﾎﾞｯ
ｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ協会、日本道路建設業協会 等

事務局：道路ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ製品技術協会



機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン

背景と目的

・鉄筋コンクリート構造物の配筋施工が困難鉄筋コンクリ ト構造物の配筋施工が困難
高密度配筋のケースなど，鉄筋加工組立が生産性向上を阻む場合有り
熟練工の不足，鉄筋組立時の負担解消の必要性

機械式鉄筋定着工法導入による施工効率の向上・機械式鉄筋定着工法導入による施工効率の向上
端部フックを機械式定着体とすることにより，鉄筋組立を容易にできる。

機械式定着鉄筋工法適切に活用機械式定着鉄筋工法適切に活用
するためのガイドラインを整備し，
一般に広く普及できるようにすべき

・機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン策定機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン策定
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機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン

ガイドラインの骨子

１．適用範囲の明確化
・使用頻度が高いと思われる，せん断補強鉄筋・横拘束筋を対象
・建設技術審査証明等により 公的に性能が確認された工法を対象・建設技術審査証明等により，公的に性能が確認された工法を対象

２．用途の明確な区分（下記の２種）
・せん断破壊防止のために用いるせん断補強鉄筋用途
・耐震性能向上のために用いる横拘束筋用途耐震性能向上のために用いる横拘束筋用途

３．用途に応じた適用性の判断方法を提示
■せん断破壊防止のために用いるせん断補強鉄筋用途の場合

・機械式定着鉄筋の引張強度，引抜き強度，せん断強度の確認＊）機械式定着鉄筋 引張強度，引抜き強度， 断強度 確認
・機械式定着鉄筋の径，種類の確認

■耐震性能向上のために用いる横拘束筋用途の場合
・上記に加え じん性の確認上記に加え，じん性の確認

注＊）審査証明書の記載で確認可 44



【機械式鉄筋定着工法導入の効果（事例）】

機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン
【機械式鉄筋定着工法導入の効果（事例）】
◯ 構造物の規模などケースによるが、機械式鉄筋定着工法導入により鉄筋工数、工期とも平均的に１

割程度、削減可能

設計図 変更

側壁 側壁施工例

内
側

外
側

内
側

外
側

設計図 変更

底版・頂版

上側

底版施工例

上側

下側

45



トップランナー施策（施工時期の平準化）

○ 公共工事は第1四半期（4～6月）に工事量が少なく、偏りが激しい。
○ 限られた人材を効率的に活用するため、施工時期を平準化し、年間を通して工事量を

安定化する安定化する。

（億円）
建設総合統計 出来高ベース（全国）

25,000

30,000
建設総合統計 出来高 ス（全国）

20,000

,

10 000

15,000

5,000

10,000

民 間 公 共

0

４
月

６
月

８
月

０
月

２
月

２
月

４
月

６
月

８
月

０
月

２
月

２
月

４
月

６
月

８
月

０
月

２
月

２
月

４
月

６
月

８
月

０
月

２
月

２
月

民 間 公 共

１ １ １ １ １ １ １ １

Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度

出典：建設総合統計より算出
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〇 年度当初に事業が少なくなることや 年度末における工事完成時期が過度に集中することを避け

施工時期の平準化①

〇 年度当初に事業が少なくなることや、年度末における工事完成時期が過度に集中することを避け、
債務負担行為の活用などにより、施工時期を平準化する。

〇 地域発注者協議会を通じて、国や地方公共団体等の発注機関が協働して平準化を推進。必要に応
じて入札契約適正化法等を活用して国から地方公共団体に平準化を要請じて入札契約適正化法等を活用して国から地方公共団体に平準化を要請。

○ 長期的な平準化を視野に入れた発注に関するマネジメントを実施。

国・地方公共団体における月別出来高工事量の推移

閑散期 繁忙期

国・地方公共団体における月別出来高工事量の推移

発注年度 翌年度

発注年度で事業を終えなければならないという
既成概念の打破

発注年度 翌年度

発
注 工事

契
約

年度内に完了させる
ため 人材 機材を無注 事約 ため、人材・機材を無
理（集中）して投入

〇２カ年国債の活用
H27-28：約200億 H28-29：約700億

発注年度 翌年度

H27-28：約200億、H28-29：約700億、
H29-30：約1,500億円

〇国土交通省所管事業において、平準化に向けた計画的な
事業執行を推進するよう通知（H27.12.25）

発
注 工事

契
約

適正工期を確保し、
人材・機材投入を
平準化 事 執 推 す う通

〇国の取組も参考に、平準化を推進するよう、総務省とも連
携して、自治体に通知（H28.2.17）

○当初予算で「ゼロ国債」を設定 H29-30：約1,400億円
無理に年度内完了とせず、必要な工期を確保

※２カ年国債等の活用
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施工時期の平準化②

○ 年間を通した労働者の安定的な収入と休暇の確保等、労働環
境を改善。

○ ピークに合わせた機械保有等が不要となり、人材や機材の効率
的な活用が可能。

（工事件数） （i Construction）

【施工時期の平準化イメージ】

（工事件数） （i-Construction）

平準化された
工事件数

（工事件数） 閑散期 繁忙期

現状の工事件数

＜発注者＞

＜発注者＞
・計画的な業務遂行 工事件数＜発注者＞

・監督・検査が
年度末に集中

平
準
化化

＜受注者＞
・繁忙期は監理
技術者が不足

＜受注者＞

・人材・機材
の

＜技能者＞
・閑散期は仕事がない
・収入不安定

＜技能者＞
・収入安定
・週休二日技術者が不足

・閑散期は人材・
機材が遊休

の
効率的配置

・収入不安定
・繁忙期は休暇
取得困難

週休二日
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i-Constructionの目指すもの

1人あたりの生産性を約5割向上させ 建設現場の生産性を• 1人あたりの生産性を約5割向上させ、建設現場の生産性を
2025年までに２割向上を目指す。

• 生産性の向上や施工時期の平準化等により年間を通じて仕事
量が安定することで、企業の経営環境を改善し、賃金水準の向量 安定する 、企業 経営環境を改善し、賃金水準 向
上と安定的な仕事量の確保。

土 による施 の効率化 クリ ト のプレキ ト化• ICT土工による施工の効率化、コンクリート工のプレキャスト化
による天候に左右されにくい施工、施工時期の平準化などによ
り年間を通じて計画的 効率的な施工が可能となり 安定したり年間を通じて計画的・効率的な施工が可能となり、安定した
休暇の取得が可能な環境づくり。

• ICT施工による建設機械周辺での作業が減り、プレキャスト化
によるコンクリート工の高所作業の減少、施工時期の平準化にによるコンクリ ト工の高所作業の減少、施工時期の平準化に
よる工事中の輻輳等が減少し、建設現場の安全性が向上。

熟練 タ なく も精度良く施 が き 若者 女性等

49

• 熟練オペレータでなくても精度良く施工ができ、若者や女性等
の多様な人材が活躍できる建設現場



○公共測量マニ アルや監督 検査基準などの15の新基準 及びICT建機のリ

i-Constructionの目指すもの（建設現場の生産性向上）

○公共測量マニュアルや監督・検査基準などの15の新基準、及びICT建機のリー
ス料を含む新積算基準を平成28年度より導入。

○ICTの全面的な導入により、仕事の仕方が大きく変わる。導 、 変わ
○i-Constructionの３つのトップランナー施策による生産性向上効果は、ICTの全

面的な活用による省力化や工事時期の平準化などにより、１人あたりの生産性
を約５割向上を約５割向上。

㎡○ 土工 1,000㎡あたりに要する作業員
数

○ 平準化による効果
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i-Constructionの目指すもの（賃金水準の向上）

○i C t ti の導入により 建設現場で働く 人 人の生産性が大幅に向上するととも○i-Constructionの導入により、建設現場で働く一人一人の生産性が大幅に向上するととも
に、施工時期の平準化が進むことで、年間を通じて仕事量が安定し、企業の経営環境を改
善する。

結 建 全 方 金 向 安定 な 事 確保が○その結果、建設現場で働く全ての方々の賃金水準の向上と安定的な仕事量の確保が期
待される。
（現状）厚生労働省の平成26年賃金構造基本統計調査に基づいて試算した、職別工事業の男性生産労働者の年間賃金総支給額は、

年間賃金総支給額

産業別水準（平成26年）[千円]

10 0%

年間賃金総支給額

産業別伸率（H26／H25）

前年比８．９％と製造業３．７％と比べても高い伸び（年間賃金総支給額の水準は製造業より１２％の低い水準）。

4 000

4,500 

5,000 
産業別水準（平成 6年）

8.9%

7.0%
8.0%
9.0%

10.0%

408万円

462万円

3,000

3,500 

4,000 

3.7%

3.0%
4.0%
5.0%
6.0%

2,000 

2,500 

3,000 

-1.0%
0.0%
1.0%
2.0%

職別工事業

男性生産労働者

製造業

男性生産労働者
職別工事業

男性生産労働者

製造業

男性生産労働者

参考：賃金構造基本統計調査（厚生労働省）
※「年間賃金総支給額産業別水準」、「年間賃金総支給額産業別伸率」 ： いずれも賃金構造基本統計調査より試算
※年間賃金総支給額 ： きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額
※職別 事業 大 型枠 とび 鉄筋 左官 板金 塗装等

公共工事の設計労務単価を4年連続で大幅な引き上げ （H24～27 ⇒ 約35%増）
設計業務委託等の技術者単価も連続して引き上げ（H24～27⇒ 設計約15%増、測量約25%増）

※職別工事業 ： 大工・型枠・とび・鉄筋・左官・板金・塗装等
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i-Constructionの目指すもの（十分な休暇の取得）

○施工時期の平準化が進むことで 年間を通じて計画的に仕事を進めることが可能となる○施工時期の平準化が進むことで、年間を通じて計画的に仕事を進めることが可能となる。
○土工については、ICTの全面的な導入により、年間を通じて建設工事を効率的に進めるこ

とが可能となる。
○コンクリート工においては、現場打ちの場合、工程が天候などに影響を受けるが、これを工

場製作に置き換えることで、天候に左右されず計画的に工事を進めることが可能となる。
○このような取組により、安定した休暇の取得が可能な環境づくりが期待される。

若者等の入職と就業継続

若者が建設業に就職・定着しない主な理由
建設業の休日について

8.8%

0.6%

11.7% 8.9% 56.3% 13.7%

4週8休 4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週4休未満
若者が建設業に就職 定着しない主な理由

【収入・福利面】
◯ 収入の低さ
◯ 社会保険等の未整備

【休日確保や労働環境】
◯ 仕事のきつさ
◯ 休日の少なさ
◯ 作業環境の厳しさ

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

◯ 作業環境の厳しさ

【働くことへの希望、将来への不安】
◯ 職業イメージの悪さ
◯ 仕事量の減少への不安

※ 日建協「時短アンケートの概要」から抜粋

※ 建専連「建設技能労働者の確保に関する調査報告」から
入職しない理由のアンケート結果より

建設業における労働環境は他産業に比べて厳しく、若手が入職・定着しづらい状況
•休日の取得状況は、約７割の人が４週４休以下で働いている

直轄工事では、週休２日が確保できるよう、モデル工事をＨ２６年度から実施。
Ｈ２７年度は全国で５６件実施。Ｈ２８年度は更に拡大予定。
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i-Constructionの目指すもの（安全性の向上）

◯建設業における労働災害発生要因の内、墜落と建設機械等の転倒、接触で約４割を占
める。

◯重機事故で最も多いのはバックホウと作業員の接触であり、全体の半数を占めている。◯重機事故で最も多いのは ックホウと作業員の接触であり、全体の半数を占めている。
ICT建機の活用により、丁張り等、重機周りの作業が減少する。

◯コンクリート工においては、規格の標準化により、建設現場での作業が工場製作に変わ
ることで 高所作業などが減少するることで、高所作業などが減少する。

◯平準化により繁忙期における工事の輻輳等が軽減される。
◯このような取組により、安全性向上につながることが期待される。

8.0 産業別死傷事故（千人率）の推移 全産業

製造業

建設業における労働災害発生要因

4.0 

6.0 
建設業

0.0 

2.0 

H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26

◯建設業 おける労働災害発生要因 内 墜落と建設機械等 転倒 接触 約 割
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◯建設業における労働災害発生要因の内、墜落と建設機械等の転倒、接触で約４割
◯死傷事故（千人率）は、製造業と比較して高い水準にあり、近年は横ばい



i-Constructionの目指すもの（多様な人材の活躍）

○建設分野では、これまで整備されてきたインフラの維持管理・更新という大きな
仕事（需要）が待ち構えている。

○維持管理 更新等の仕事を着実に進めていくためにi C i を推進し 多○維持管理・更新等の仕事を着実に進めていくためにi-Constructionを推進し、多
様な人材が活躍できる建設現場としていくことが求められている。

丁張りによる施⼯ ICT建機による施⼯

54女性技術者・技能者を５年で倍増 １０万人 ⇒ ２０万人 「もっと女性が活躍できる建設業行動計画」より



未来投資会議（H28.9.12)

安倍総理は 総理大臣官邸 第 回未来投資会議を開催

会議では、「建設業の未来投資と課題」について議論が行われました。

総理は 本日の議論を踏まえ 次のように述べました

安倍総理は、総理大臣官邸で第１回未来投資会議を開催

総理は、本日の議論を踏まえ、次のように述べました。

「これまで３年間の成長戦略、構造改革を総ざらいして、民間部門の活

動の本格化には何が足りていないのか、近年のめざましい技術革新を

国民生活や社会に取り入れるためには何が障害となるのかを明らかに国民生活や社会に取り入れるためには何が障害となるのかを明らかに

し、躊躇なく改革を断行します。

『未来投資会議』は 成長戦略 新たな司令塔 す『未来投資会議』は、成長戦略の新たな司令塔です。

国民生活の利便性を抜本的に高める、地方を主役に世界を目指す、新たな技術革新の芽を社会変革につな
げるような産業構造に改革していく、という３つの切り口で検討を深めていきます。

本日 早速 第一弾として 第４次産業革命による『建設現場の生産性革命』に向け 具体的な方針を決めま本日､早速、第一弾として､第４次産業革命による『建設現場の生産性革命』に向け、具体的な方針を決めま
した。

建設現場の生産性を、２０２５年までに２０％向上させるよう目指します。

そのため、３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共工事の現場で、測量にドローン等を投入し、施工、検そのため、 年以内 、橋やトンネル、ダ な の公共 事の現場で、測量 ド ン等を投入し、施 、検
査に至る建設プロセス全体を３次元データでつなぐ、新たな建設手法を導入します。

人手による現場作業が置き換わり、これまで習得するのに何年もかかったノウハウも数か月で身に付けられ
るようになる。

ジを払 く 多様な 材を呼び込む と 手 足も解消 ます 全 津 浦 中 建３Ｋのイメージを払しょくし、多様な人材を呼び込むことで、人手不足も解消します。全国津々浦々で中小の建
設現場も劇的に変わります。

関係大臣は、石原大臣が総括した方針で、施策を具体化して下さい。

本日は 民間議員から 今後の検討に向けて有益な提案がありました 今後 『構造改革徹底推進会合』で主本日は､民間議員から、今後の検討に向けて有益な提案がありました。今後、『構造改革徹底推進会合』で主
要分野の検討を深め、具体化していきます。関係大臣は、構造改革を総ざらいし必要な検討に直ちに着手して
ください。」

55出展元：首相官邸WEBサイトより



建 生産性を 年 向 を 指す

建設現場の生産性革命（石原 経済再生担当大臣 総括)
第１回未来投資会議

１ 建設現場の生産性を、2025年までに20％向上を目指す。

○本年度より、ICT活用（i-Construction）を、先行的に国直轄土工で実施。

○３年以内に 橋梁・トンネル・ダムなどの工種に加え 維持管理を含む全てのプ○３年以内に、橋梁・トンネル・ダムなどの工種に加え、維持管理を含む全てのプ
ロセスにおいて、ICT活用を拡大する。

２ 中小建設事業者や自治体への適用拡大を目指し ICT導入をしっかり支援す２ 中小建設事業者や自治体への適用拡大を目指し、ICT導入をしっかり支援す
る。

○本年度より、全国200か所以上で、中小事業者や自治体向けの講習・研修を実
施。

○中小企業等経営強化法に基づき、建設業の経営力向上の指針を速やかに策
定し 税制や金融による支援を実施する定し、税制や金融による支援を実施する。

３ 国が主導して、公共工事の３Dデータを一元的に収集し、幅広く民間も活用でき
るようにし 新技術・ビジネス創出につなげるるようにし、新技術 ビジネス創出につなげる。

○来年夏までに、データ利活用方針の策定、データ様式の標準化を行う。３年以
内に、オープンデータ化を実現できるよう、具体的な利活用ルールを整備する。

４ 官民で中長期な目標・ロードマップを共有し、具体的な制度・ルールづくりを行
うため、速やかに官民で協議する場を立ち上げる。

○本年度中に、目標・ロードマップの策定、最先端技術を反映した制度・基準の
整備・運用、データ活用や人材育成など、具体的方針を策定する。
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i-Construction ～建設業の生産性向上～
第１回未来投資会議 国土交通省資料
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○3次元データを活用するための基準類を整備し 「ICT土工」を実施できる体制を整備

ICTの全面的な活用（ICT土工）
第１回未来投資会議 国土交通省資料

○3次元デ タを活用するための基準類を整備し、「ICT土工」を実施できる体制を整備。
○今年度より、1,420件以上の工事について、ICTを実装した建設機械等を活用する「ICT土工」の対象と

し、現在462件の工事で実施。
○全国約390箇所で地域建設業や地方公共団体への普及拡大に向けた講習会を開催予定であり、既に○全国約390箇所で地域建設業や地方公共団体への普及拡大に向けた講習会を開催予定であり、既に

約20,000人が参加。

ICT人材育成の強化
（受 発注者向け講習 実習を集中実施）

ICT土工の実施

○３次元データを活用するための１５の新基準や積算基準を整備
○国の大規模土工は、発注者の指定でICTを活用。中小規模土

工についても 受注者の希望でICT土工を実施可能 （必要な費

（受・発注者向け講習・実習を集中実施）

○施工業者向け講習・実習
・目的：ICTに対応できる技術者・技能労働者育成

○発注者（自治体等）向け講習 実習工についても、受注者の希望でICT土工を実施可能。（必要な費
用の計上、工事成績評点で加点評価）

○年間で約1,420件以上をICT土工の発注方式で公告予定

○発注者（自治体等）向け講習・実習
・目的 ①i-Constructionの普及

②監督・検査職員の育成

【研修内容】
・３次元データの作成実習又は実演
・ＵＡＶ等を用いた測量の実演
・ICT建機による施工実演 など

【導入効果（現場の声）】

現在462件の工事でICT土工を実施(地域の建設業者が8割以上)
（1月20日時点）

講習・実習開催予定箇所数（※平成28年9月末時点）

●工期：「UAV使用により起工測量の日数が大幅に短縮」

●安全：「手元作業員の配置が不要となり、重機との接触の危険性が大幅
に軽減」

【導入効果（現場の声）】
施工業者向け 発注者向け 合計※

全国２４０箇所
（178箇所開催済）

全国２８８箇所
（218箇所開催済）

全国３８５箇所
（291箇所開催済）

講習・実習開催予定箇所数（※平成28年9月末時点）

など

これまでに全国で約20,000人が参加！

さらに民間企業においてもi-Constructionトレーニ
ングセンタなどを設置し、講習・実習を実施中3次元測量 3次元設計図面 ICT建機での施工 58



i-Constructionの拡大に向けて

○今後は 3年以内に 橋梁・トンネル・ダムや維持管理の工事にICTの活用を拡大

第１回未来投資会議 国土交通省資料

○今後は、3年以内に、橋梁・トンネル・ダムや維持管理の工事にICTの活用を拡大。
○産学官連携の体制により、公共工事の３Dデータを活用するためのプラットフォームを整備

し、人工知能、ロボット技術への活用等を促進。

推進体制の構築・３Dデータ利活用促進ICTの活用拡大

○土工以外の分野にもＩＣＴを導入する
ために 調査 設計段階から施 維

i-Construction推進コンソーシアム

ために、調査・設計段階から施工、維
持管理の各プロセスで３次元モデルを
導入・活用するための基準類を整備。

⇒ 対象工種 河川（樋門 樋管） 橋

○産学官が連携して推進するた

め、産学官連携によるi-
Construction推進コンソーシアム⇒ 対象工種：河川（樋門、樋管）、橋

梁、トンネル、ダム、浚渫など

３次元モデルを用いた監督検査の効率化

Construction推進コンソ シアム

を設置

（H29.1.30)
オープンデータ化

元管理する 発注者

コンソーシアム 体制（案）

３次元データ活用検討（オープンデータ化）

高所作業車を
用いた計測作業 レーザスキャナによる

計測（壁面全体）

3Dモデルと出来型計
測結果の差異表示

差異

大

凡例

３次元 デルを用いた監督検査の効率化

３次元
設計データ

一元管理する
新システム

建設生産プロセスの
あらゆる３次元データを集積

調査・測量業者

協議等関係者
（自治体等）

発注者

維持管理業者

点検
管理データ工事完成図

データ

３次元
測量データ

○3次元ビッグデータを収集し、広く官

民で活用するため、オープンデータ

化に向けた利活用ルールやデータシ
小

トンネル覆工の出来形をレーザースキャナを
用いて計測を行い、 監督・検査を効率化

設計業者

施工業者

維持管理業者デ タ

ステム構築に向けた検討等を実施

○建設分野以外の最新技術を建設現場で活用する技術開

最新技術の建設分野への導入促進
データシステム イメージ

施設管理の効率化・高度化

点検結果を３
次元モデルに

○建設分野以外の最新技術を建設現場で活用する技術開
発、現場導入の促進を図る。

人、日 あたりの仕事量

土木・建築 現場導入異分野
建設現場の
生産性向上

建設分野以外
の最新技術

反映し、施設
管理を効率
化・高度化 工事

日数

人

現場
検証

基準等
の整備

導入

異分野技術
開発・改良

IoT

AI

ロボット

ビッグデータ©文部科学省

省人化

工事日数削減（休日拡大）ダムの管理用管路の点検 59



i-Construction推進コンソーシアム（H29.1.30設立）

生産性が高く魅力的な新しい建設現場を創出生産性が高く魅力的な新しい建設現場を創出
i-Construction推進コンソーシア

ム◆ コンソーシアムの会員は民間企業 有識者 行政機関などを広く一般から応募ム◆ コンソーシアムの会員は民間企業、有識者、行政機関などを広く一般から応募
◆ 産学官協働で各ワーキングを運営（※国土交通省（事務局）が運営を支援）

企画委員会（全体マネジメントを実施）企画委員会（全体マネジメントを実施）
委員：i-Construction委員会委員＋企業関係者（IoT関連（AI・ビックデータなど）、金融・ベンチャー、情報通信、ロボット）

技術開発・導入ＷＧ ３次元データ流通・利活用ＷＧ 海外標準ＷＧ

最新技術の現場導入のための新技術
発掘や企業間連携の促進方策を検討

３次元データを収集し、広く官民で活用
するため、オープンデータ化に向けた利
活用ルールやデータシステム構築に向
けた検討等を実施

i-Constructionの海外展開に向けた国
際標準化等に関する検討を実施

けた検討等を実施

一般公募（会員）

行政
学会
大学

業団
体

調査
測量

設計 施工
維持
更新

IoT ロボッ
ト

AI 金融

支援

国・自治体・有識者 建設関連企業 建設分野以外の関連企業

国土交通省 ： 事務局、助成、基準・制度づくり、企業間連携の場の提供など
60

支援



除雪現場の省力化による生産性･安全性の向上に関する取組
～ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの立ち上げ～

背 景

・北海道開発局の発足（昭和26年）を機に、都市部を中心とした国道除雪が
始まったが、当時の除雪車は、性能的に十分ではなく、故障も多かった。こ始まったが、当時の除雪車は、性能的に十分ではなく、故障も多かった。こ
のため、北海道開発局が主体となり、民間と共同で除雪車を開発し、高機
能化を図り、効率的な除雪作業を実施してきました。

・しかしながら、近年、異常気象による暴風雪等の冬期災害が頻発し、長時
間の通行止めが発生、また、オペレーター等の高齢化が進んでいるため、

昭和３０年代 ロータリー除雪車

・暴風雪時等の早期の交通開放(通行止め解消) 等

課 題

間 通行 発 、 、 等 高齢 、
さらなる効率化が求められています。

現在のロータリー除雪車（一車線積）

・将来にわたる除雪作業従事者の確保。

取り組み

昭和４０年代 ロータリー除雪車

効 果

・積雪路面下、暴風雪等の視界不良時にも、安全に除雪作業が可能となるよう、準天頂
衛星の使用も視野にいれた最新のセンシング技術を活用し、北海道における ｉ-Ｃｏｎｓｔ
ｒｕｃｔｉｏｎ の取組として、除雪現場の省力化を進め、生産性･安全性を向上させます。

・悪天候でも通行可能な管理水準を常時維持し、天候回復時に孤立地域を
早期に解消。建設業界の人材不足にも貢献

効 果

人口減少下でもヒトとモノの交流・対流を活性化さ
せ、産業構造、経済活動を維持・発展させる

進め方進め方

・産官学民金が連携して技術開発等に取り組むプラットフォームを立ち上げ、
除雪現場の省力化に向けて北海道開発局が先導的役割を果たします

除雪車イメージ図 61※「北海道総合開発計画」(H28.3閣議決定)における、「産学官民金連携による重層的なプラットフォームの形成」の取組


